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2000年を節目に

2000年（平成12年）まで 2000年（平成12年）から

措置制度 介護保険制度

・市町村が、供給主体でもあった。
・市町村が、必要な人に希少な福祉
資源を割り当てる制度だった。

・いろいろな経営主体が福祉サービス事業
に参入。
・必要な人は、利用者として、事業者と契
約する制度になる。

福
祉
制
度

後
見
制
度

禁治産制度 法定成年後見制度

「家」の財産を守ることに重き
をおいた制度

任意後見制度

ノーマライゼーション、自己決定等を
理念に制度改正

・禁治産者、準禁治産者の２類型 ・後見、保佐に、「補助」を追加
・財産管理に加え、身上監護も仕事に

深い関わり
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ふたつの成年後見制度

任意後見制度

法定後見制度

・単に成年後見制度というときは、法定後見制度のことをいうことが多い。
・すでに判断能力が十分でなくなっている方が対象。

・任意後見契約を結ぶだけの判断能力のある方が将来の不安に備えて利
用する制度です。

根拠法：民法

根拠法：任意後見契約に関する法律
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人口 成年後見制度利用者数 (B) ［人］ 割合［％］

(A) 後見 保佐 補助 任意後見 合計(B) (B)÷(A)

小牧市 153,289 １１３ １０ ２ ３ １２８ 0．08

岩倉市 48,068 ３５ ４ １ ０ ４０ 0．08

大口町 23,886 ２０ ４ ２ ０ ２６ 0．11

扶桑町 34,621 ２２ ７ ３ １ ３３ 0．10

合計 259,864 １９０ ２５ ８ ４ ２２７ 0．09

成年後見制度の利用者数

※成年後見制度利用者数は、名古屋家庭裁判所資料（平成２９年７月１２日）
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成年後見制度の利用対象者見込み
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人口 ６５歳以上
人口

認知症推
定数Ａ

療育手帳
Ｂ

精神保健福
祉手帳Ｃ

推定対象者
Ａ＋Ｂ＋Ｃ

人口の1％ 利用者数

小牧市 153,289 36,239 5,436 1,063 1,042 7,541 1,533 128

岩倉市 48,068 11,835 1,775 266 345 2,386 480 40

大口町 23,886 5,320 798 151 158 1,107 239 26

扶桑町 34,621 9,081 1,362 198 243 1,803 346 33

合計 259,864 62,475 9,371 1,678 1,788 12,837 2,598 227

※推定対象者数＝認知症推定数（高齢者数×15％）＋知的障害者（療育手帳）＋精神障害者（精神保健福祉手帳）
※新井誠によれば、「国際的スタンダードでは最少でも総人口の1％が潜在的利用者」である。
新井誠「成年後見制度利用促進法の施行と成年後見制度の展望」障害法第１号,2017,P52

利用が進まない要因
○ 制度自体のわかりにくさ
○ 本人（家族）にとってのメリットが感じられない
○ 費用がかかる

制度改正の趣旨で
あったノーマライ
ゼーション、自己決
定の趣旨が生かされ
ていない状況
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成年後見制度利用促進法

2016（平成28）年5月 成年後見制度利用促進法が成立

2017（平成29）年3月 成年後見制度利用促進基本計画が閣議決定

【今後の施策の目標】
① 利用者がメリットを実感できる制度・運用への改善を進める。
② 全国どの地域においても必要な人が成年後見制度を利用できるよう、各地域におい

て、権利擁護支援の地域連携ネットワークの構築を図る。
③ 不正防止を徹底するとともに、利用しやすさとの調和を図り、安心して成年後見制

度を利用できる環境を整備する。

【施策の基本的な考え方】
①ノーマライゼーション（個人としての尊厳を重んじ、その尊厳にふさわしい生活を保障する）
②自己決定権の尊重（意思決定支援の重視と自発的意思の尊重）
③財産管理のみならず、身上保護も重視。
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成年後見制度は権利擁護のツール

成年後見制度を、「民法に書いてある財産管理のための仕組み」と考えると、成年後見
制度の利用促進が行政の責務とは考えにくいところがあります。しかし、フレームを変
えて「成年後見制度は権利擁護のツール」だと考えると、成年後見制度の利用機会の確
保は、行政の責務であり、福祉関係者の役割のひとつと考えられます。

成年後見制度は、民法に書いてある財産管理
のための仕組み

成年後見制度は、権利擁護のツール
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権利擁護とは

岩間伸之「高齢者の尊厳と権利擁護ー『積極的権利擁護』の推進に向けて」『実践成年後見』,No.20,2007
岩間伸之・原田正樹『地域福祉援助をつかむ』有斐閣，2012，p.118

権利侵害からの保護

基本的ニーズの充足

「本人らしい生活」と
「本人らしい変化」を
支えること

憲法２５条
人間らしい最低限度

の暮らし。

憲法１３条
「自分らしく生きる」

を支える。

積極的権利擁護

（自己決定・幸福追求権）
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成年後見制度利用機会の確保

成年後見制度が、「判断能力が不十分な人の権利擁護のツール」であるなら
ば、全国どこに暮らしていても、判断能力が不十分な人の基本的権利が守ら
れるよう（憲法25条・13条の要請）、適切に成年後見制度が利用できる環境
を整えること（利用機会の確保）が行政の役割だと考えられる。

たとえば、
• そんな制度があるとは、知らなかったので権利侵害から守られなかった、ということ
があってはならない → しっかりとした普及啓発

• お金がないからといって成年後見制度が利用できないということがあってはならない。
→ 成年後見制度利用支援事業の実施は必須

• 田舎で専門職がいないから成年後見制度が利用できないということがあってはならな
い。 → 法人後見、市民後見人などで受任候補者を確保すること

などなど
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成年後見制度の利用の流れ

親族などが本人のために申立

家
庭
裁
判
所

成年後見人を選任・登記

東京法務局

登記事項証明書をもって
本人の代理など本人のため
後見活動をする成年後見人

調査・鑑定・審問
→審判
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誰が対象となるのか

精神の障害により、判断能力が不十分な方

精神上の障害
認知症，精神障害，知的障害，高次脳機能障害，脳梗塞後遺症など

次のような方は対象になりません。

・単に、お金遣いが荒い、ギャンブル好き
・身体障害などがあり、自ら通帳から入出金することはできないけれど、
判断能力はしっかりしている
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申立てをできる人

成年後見制度は、本人の自己決定を制約する側面がある。

→ 申立てできる人は限られる。

親族申立て
①本人
②配偶者
③４親等内の親族

これらの親族がいないとき

現実的に、申立ての費用と手間をお願いできるのは、親、子、
兄弟姉妹、おい、めい、ぐらいまでかもしれません。

市町村長が、申立てをすることができます。（市町村長申立て）
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（参考）四親等内の親族の範囲
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後見・保佐・補助の３つの類型（タイプ）

補助

保佐

後見

判断能力が十分

判断能力の足
りない部分を
援助者をつけ
て支援する

判断能力が不十分

判断能力
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類型の説明
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程度 類型 目安 援助者 援助される人

重度の人 後見 日常的に必要な買い物も自分ではできず
誰かに代わってやってもらう必要がある
程度の者

成年後見人 成年被後見人

中度の人 保佐 日常的に必要な買い物程度は単独ででき
るが不動産、自動車の売買や自宅の増改
築、金銭の貸し借り等重要な財産行為は
自分ではできないという程度の者

保佐人 被保佐人

軽度の人 補助 重要な財産行為は、自分でできるかもし
れないが、できるかどうか危ぐがあるの
で本人の利益のためには誰かに代わって
やってもらった方がよい程度の者

補助人 被補助人

※目安の欄は、「成年後見制度における鑑定書作成の手引」（最高裁判所事務総局家庭局）P.2-3を参考にした。
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後見・保佐・補助の目安

後見 保佐 補助（左から推測）

いわゆる植物状態又は植物状態
に準ずる場合

精神上の障害の程度が最重度の
場合

精神上の障害の程度が中程度の
場合

精神上の障害の程度が軽度の場
合

長谷川式簡易認知症スケール
１０点以下

長谷川式簡易認知症スケール
１１～１５点

長谷川式簡易認知症スケール
１５～２０点

療育手帳A判定 療育手帳B判定 療育手帳C判定

精神保健福祉手帳１級 精神保健福祉手帳２級 精神保健福祉手帳３級

知能検査等の施行が不能

後見・保佐・補助の最終判断は、裁判所が行うが、申立て書類に添付する医師の診断書が重要な判断材料となっている。

旭川家庭裁判所資料から作成（後見、保佐について、次に当てはまる場合は、鑑定をしないと記さ
れています。補助については、資料になく、当センターで推測したもの。）
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成年後見人等のもつ法的権限

代理権

家庭裁判所から選任された成年後見人は、法律上の権限を与えられます。

本人に代わって法律上の行為をすることができる権限
・銀行との取引（定期預金の解約など）をする
・介護保険事業所との契約をする

取消権 本人が行った法律行為を取り消すことができる権限
・悪徳商法にひっかかった場合など
・ただし、「日用品の購入その他日常生活に関する行為」は取り消せない。

同意権 特定の法律行為について、保佐人・補助人の同意がない
と本人の行為は確定的に有効にならないとされる権限
＝同意なく行った行為は取り消せる（取消権）
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類型による法的権限の違い

後見 保佐 補助

代理権の範囲 ほとんど全てのこと
を代理できる（除く日

用品の購入、結婚、離婚な
ど一身上のことがら）

申し立てて認められ
た範囲で代理権が付
与される

申し立てて認められ
た範囲で代理権が付
与される

同意権の範囲（本人
が同意を得ずにした
行為は取り消すこと
ができる）

－ 民法第１３条第1項
に規定されている。
（追加して申し立て
ることもできる）

民法第１３条第1項
に規定されているも
のから申立ての範囲
で付与される

取消権の範囲 日用品の購入以外は
取消権あり

上記同意権の範囲 上記同意権の範囲

類型（後見・保佐・補助）によって、成年後見人等のやれること（権限）がこ
となっています。＝自己決定を尊重するため
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申立てに本人の同意がいるか。

後見 保佐 補助

成年後見制度の申立
をすることについて
本人の同意は必要か。

不要 不要 必要

同意権をつけること
に本人同意は必要か。

不要 不要 必要

代理権をつけること
の本人の同意は必要
か。

不要 必要 必要

○支援者だけで安易に進めることなく、後見類型も含めて、本人の意思決定を
尊重する必要があり、丁寧に本人に説明し納得してもらうことが必要です。
○事実上、医師の診断書により判断されるので、医師に、「本人情報シート」
により日常生活の状況をお伝えすることも必要です。
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成年後見制度利用までの流れ

普
及
啓
発
・
研
修

担
当
者
会
議
・
方
針
決
定
会
議

① ②

申
立
支
援

申
立
・
審
判
・
選
任

⑤受任候補者調整

専門職

適
正
運
営
会
議

親族

センター
の

法人受任

④

後
見
業
務
支
援
・
後
見
業
務

⑥

成年後見制度の利用が必要な人を、確実に、適切に利用につなげる

発
見
・
相
談

③

家庭
裁判所
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①普及啓発・研修（人材育成）

1. 住民のための成年後見セミナー（講演会）
2. 権利擁護支援者養成研修（２日間）
3. 行政職員・福祉職のための成年後見制度研修会
4. 住民のための成年後見制度研修会
5. 地域連携ネットワーク研修会

その他随時研修 １時間程度の勉強会の開催
民生委員協議会、老人クラブ、地域協議会、親の会、地域包括支援センター、
障害者相談支援センター等々要請に応じて開催

研修がいちばんの周知活動と考えています。
○ 参加者募集チラシで広報
○ 研修で学んだ方から相談につながる
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②発見・相談

電話相談 平日の午前９時から午後５時まで

住民の方のみならず、関係機関の方からの相談も受けています。
気軽にご相談ください。

※ただし、対象となるご本人か親族の方が、４市町に在住、在勤の場合に限ります。
※他の地域の方については、当該地域の相談機関につなぎます。

・相談員が不在のときは折り返しご連絡します。
・テレビ電話（FaceTime,zoomなど）による相談にも対応します。

面談相談 平日の午前９時から午後５時まで

①資料を見ながら説明を聞くことができる
②聞き間違いなどによる誤解が少なくなる
③夫婦や親子で同時に話を聞くことができる

巡回相談 会場 開催日

小牧市東部市民センター 第１火曜日

岩倉市ふれあいセンター 第２水曜日

大口町健康文化センター 第３火曜日

扶桑町総合福祉センター 第４木曜日

月に１回各市町で相談会をします。

【要予約】

【要予約】
①１回に３組（１組50分）
②支援者のみなさんも利用してください。
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（参考）予防的支援のアプローチ

岩間伸之・原田正樹『地域福祉援助をつかむ』
有斐閣，2012，p.126

①早期発見 担い手の中心は地域住民。「変化」に気づくためには、経験の蓄積が必要。勉強会などの定期開催も有効。
②早期対応 重篤になる前にできるだけ早く健全域に移行させる。
③見守り 積極的な経過観察。地域の関係者による適切な安否確認や声かけ
④健全状態の維持 健全状態を維持できるよう働きかけ。サポートが必要な場合、サポートがなくても大丈夫な場合もある。

予防的支援の
重要性

深刻な状況になってからの対応は、①本人のダメージが大きい、②援助の選択肢が狭
まり保護的な援助にならざるを得なくなる。

もっとも優れた権利擁護は、権利侵害や基本的ニーズが満たされない状態を未然に防ぐことである。

③見守り
● ●

●

時間

（健全域）

（不健全域）
①早期発見

● ●

●

②早期対応

~ ~ ~ 

④健全状態の維持
＋

予防支援のための４つのアプローチのイメージ図

－

●

・福祉的手法では見守るしかできなかったケースも成年後見制度を使うと介入できる場合もある。 （前掲書P.119）
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「どのタイミングで、センターに声を掛けたらいいかわからない」との声がありますが
対象となる方やその御家族が認知症、知的障害、精神障害で、判断能力に心配のある方
の場合は、成年後見制度の利用を検討するかどうかから検討する必要があることから、
最初から権利擁護支援センターにも声をかけていただくようお願いします。

③担当者会議・方針決定会議

①どこでどのような暮らしをされるのか、課題はなにか
②成年後見制度を利用する必要があるか
③申立てを誰がするか
④候補者は誰が適当か 等々

小牧市 岩倉市 大口町 扶桑町 合計

平成27年度 ２件 １件 ０件 ０件 ３件

平成28年度 １件 ５件 ０件 ０件 ６件

平成29年度 ２件 ４件 ０件 ０件 ６件

平成30年度 １０件 ８件 １件 ０件 １８件

令和元年度 ６件 ３件 ０件 ０件 ９件

話しあうこと

市町村長申立

24
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市町村長申立ての法的根拠

老人福祉法第３２条 市町村長は、六十五歳以上の者につき、その福祉を図るため特に
必要があると認めるときは、民法第七条、第十一条、第十三条第二項、第十五条第一項、
第十七条第一項、第八百七十六条の四第一項又は第八百七十六条の九第一項に規定する
審判の請求をすることができる。

・知的障害者福祉法（第28条「知的障害者につき」）
・精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（第51条の11の2「精神障害者につき」）

「その福祉を図るため特に必要があると認めるとき」
行政による個人の生活への過度の介入を防止するためであるが、迅速適切な保護の必要生徒の調和
が図られていることが前提。親族がいても虐待ケースなどは、保護の必要性が強く働くので、市町
村長が申立てをするのは、行政の責務とも言える。（新潟県版「成年後見制度市町村長申立マニュ
アル」（平成31年3月版）

高齢者虐待防止法第２７条第１項（略）
２市町村長は、財産上の不当取引の被害を受け、又は受けるおそれのある高齢者について、適切に、
老人福祉法第三十二条の規定により審判の請求をするものとする

特に虐待ケースなど保護を要する場合は、義務的である。

25

※「市町村長申立てマニュアル」は、いくつかの県で作成されているが、新潟県のもの
が、平成31年3月に改訂されていて最新の情報に更新されている。
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市町村長申立ての留意事項
○４親等以内の親族に申立ての権限があるが、調査の対象は、２親等以内の
親族の有無を確認すればよいことになっています。

○ただし、２親等以内の親族がいない場合であっても、３親等又は４親等の
親族があって審判請求をする者の存在が明らかであるときは、市町村長申立
は行いません。

（平成１７年７月２９日厚生労働省通知）

○成年後見制度の申立てが必要であるならば、２親等内の親族がいる場合で
あってもその者が申し立てることが期待できない場合は、本人の福祉のため
に市町村長申立をします。
（例）
・長男がいるが、その長男が母親の年金を搾取している場合
・九州に住む姉がいるが姉も高齢で施設入所中で申立てが困難である場合
・３０年以上前に離婚した妻との間の子がいるが疎遠で音信がない場合

26
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審理期間

ややこしくなければ、申し立ててか
ら、２か月以内で結果がでます。

１か月以内 ４２．０％
２か月以内 ７５．６％

虐待案件など、緊急性があ
る場合は、その事情を伝え
て、至急対応してもらえる
こともあります。

時間がかかるからやらないということはない。
必要な方には必要なので、申立てをすることに
なります。時間がかかる間は、老人福祉法第１
０条の４，第１１条などの「やむを得ない事由
の措置」を使うことができます。

27
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成年後見制度の利用には、お金がかかる

①親族などが本人のために申立

家
庭
裁
判
所

③成年後見人を選任・登記
東京法務局

④登記証明書をもって
本人の代理など本人のため
後見活動をする

成年後見人

銀行など

②
調査
鑑定
審問

書類作成を
司法書士等
に依頼

裁判所
申立費用

鑑定費用

後見報酬

28
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成年後見制度利用にかかる費用
内容 金額 備考

① 申立てに要する費用 １万円程度 申立てる内容などで多少変わる。申立
人が原則負担する。

② 申立て書類を司法書士などに依
頼した場合

１０万円から
３０万円程度

自分で作成すれば不要

③ 精神鑑定が必要な場合 ５万円から
１０万円程度

裁判所から鑑定を求められた場合。鑑
定は、全体の１割程度

④ 後見報酬 月額2万円程度 管理財産が多ければその分増額される。

①、③、④については、生活保護受給者など、低所得の方には、市町村が代わりに支払ってくれる制度（成年後見制度利用
支援事業）があります。

後見報酬は、あらかじめ決まっておらず、１年後に、家庭裁判所に実績報告をするときに同時に報酬が欲しいと申し立てる
と、「報酬額は○○○円とする」という決定がされる。報酬は、本人の財産から支払われるので、本人の財産等も報酬額に
考慮されます。

29

（参考：平成25年1月1日付け東京家庭裁判所、東京家庭裁判所立川支部より抜粋）
【基本報酬】月額２万円。ただし成年後見人が管理する財産が1,000万円を超え5,000万円以下の場合には、月額3万円～4万円、
管理する財産額が5,000万円を超える場合には5万円～6万円。
【付加報酬】身上監護等に特別な困難があった場合には、基本報酬額の50％の範囲内で相当額の報酬を付与する。また、成
年後見人が特別な事務を行った場合には、相当額の報酬を付加することがある。
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成年後見制度利用支援事業

• 申立費用の助成

申立てに係る費用（切手、収入印紙、診断書料、鑑定費用）

• 成年後見人等報酬の助成

• 生活保護世帯等助成を受けなければ成年後見制度の利用が困難な者

• 上限額 施設、病院等に入所しているもの １８，０００円／月

その他（在宅） ２８，０００円／月

成年後見制度は、権利擁護のしくみ。お金のある人しか利用できない
ということはあってはならないので、市町村による助成事業がある。

○従前は、市町村長申立の案件に限るという制約があったが、平成20年の国通知で「市町
村長申立に限らない」とし、国は全国の市町村に、そのように改善するよう求めている。
（令和２年３月１０日全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議資料等）

○４市町のうち、岩倉市だけは、「市長申立に限る」運用を続けている。

報酬助成制度がないと、報酬がなく、専門職のなり手はいない。
誰もが権利擁護のしくみを利用できるようにするために必要な制度。
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【申立支援】

• 申立書類は、専門職でなくても親族で作成できます。

• 申立書類を業として作成することは、弁護士又は司法書士の専業

• 本人・親族が、ご自身で申立て書類を作成される場合、尾張北部権
利擁護支援センターが必要書類のご案内など、相談対応しています。

• 市町村長申立の書類作成の助言もします。

④申立支援

31
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⑤受任候補者調整

32

「誰が成年後見人等になるかわからない」というのが、大きな課題。

１ 誰を成年後見人等にするかは、家庭裁判所が職権で決める。

２ 申立ての際に、候補者を記載することができる

・記載しなかった場合、専門職団体の推薦となる

３ 一度就任すると、正当な理由がないと辞任できない。

４ 複数後見も可能

• たとえば、財産管理は法律家、身上監護は社会福祉士

• 後から追加で選任することもできる。

５ 権利擁護支援センターなど、法人が受任する「法人後見」もある。

こうしたことを踏まえつつ、
本人により適した成年後見人候補者を推薦するという課題がある。

老人福祉法 (後見等に係る体制の整備等)
第32条の2 市町村は、前条の規定による審判の請求の円滑な実施に資するよう、民法に規定する後見、保佐及び補助
(以下「後見等」という。)の業務を適正に行うことができる人材の育成及び活用を図るため、研修の実施、後見等の業
務を適正に行うことができる者の家庭裁判所への推薦その他の必要な措置を講ずるよう努めなければならない。
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後見人は誰がなるのか

① 親族（全体の２２％）
② 司法書士、弁護士、社会福祉士
など専門職

③ 法人受任
④ 市民後見人

①の場合、「親族後見」といいい、
②から④をまとめて「第三者後見」
といいます。

親族後見から
第三者後見にシフト

33
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受任候補者不足の課題への対応

将来に向けて、誰もが制度利用できるように受任できる候補者を増やしていく必
要があります。大変、大きな課題です。その方向性は、４つです。

１ 親族後見をサポートする

２ 専門職後見人を支援する

３ 法人受任をする法人を増やす
①社協（日常生活自立支援事業との連携）
②家族会
③地域のＮＰＯ

４ 市民後見人を養成する

34
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⑥後見人支援・後見業務

⚫本人の財産は本人のために使います。（財産管理）

⚫本人が自分らしい生活、安心で快適な生活を送れるように、法律的な
権限を行使して援助します。（身上監護）

成年後見人の職務とされないこと

○事実行為

○医療同意

○身元保証
・介護保険法、医師法の範囲では、身元保証人がいないことで、入所、入院

を拒むのは法律違反。（平成30年8月30日厚生労働省高齢者支援課・振興課通知参照）
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チーム支援と後見人

ともだち
フォーマル
サービス

みまもり

インフォーマル
サービス

医療

行政

ケアマネ
包括

ヘルパー

助け合い

成年後見人は、新しい支援者仲間

その新しい支援者は、

①法律上の権限を持っている

②亡くなるまで寄り添う

36

尾張北部権利擁護支援セン
ターでは、これまでの支援
者仲間と、成年後見人をつ
なぐ役割もしています。
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37

認知症になっても、障害があっても、安心して、自分らしく暮らせるまちづくり

キャッチフレーズをあらためて

権利を守り、自分らしい暮らしを地域で支える


